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施 行 者

包括業務受託者（オオバ・ゼネコンJV）

自治体様へのサービス 地権者様へのサービス

施工管理土地活用

オオバ ゼネコン

調査・設計換地・補償
工　事

包括委託

法手続き（書類の押印等）・
受託者の監督・資金確保（補助金・保留地処分）・地権者対応

施 行 者

事業パートナー（コンソーシアム）

オオバ

各種業務委託契約

開
発
・
工
事

土
地
活
用

工事請負契約

土地売買契約

開発計画策定、都市計画手続き、

調査・設計、開発許認可、

施工管理、企業誘致、維持管理

ゼネコン

造成・基盤工事、維持管理

進出企業

土地購入（借地）、建物建設

●開発基本計画策定に係る協力
●都市計画手続きに関する協議、手続きに係る協力
●事業用地の開発許認可手続きに係る協力
●事業用地の調査・設計・工事等に係る業務
●企業誘致に係る協力

自治体様（開発事業施行者）
基本協定

●開発計画策定

●都市計画手続き

●調査・設計

●開発許認可

●企業誘致

●施工管理

●造成・基盤工事

●維持管理

●土地（区画）分譲包括業務受託者（オオバ）

施工管理土地活用

調査・設計換地・補償

ゼネコンA

ゼネコンB

ゼネコンC

包括委託

法手続き（書類の押印等）・受託者の監督・
資金確保（補助金・保留地処分）・地権者対応 発注・施工監理

個別に発注

民間事業者包括委託方式による土地区画整理事業
［土地区画整理法］ ［都市計画法］

必要な業務を一括して
ご発注できます。

包括委託方式は自治体様が施行する土地区画整理事業において、組合施行での業務代行方
式と同様に、施行者である自治体様が行う業務の相当部分を一括して民間事業者に委託する
方式です。

様々な企業が一体となって
事業をサポートします。

自治体様が施行する、公有地の活用を目的とした開発事業において、オオバはこれまで
培ってきた企業間ネットワークを活用し、コンソーシアムによる事業支援を実施。様々な
企業が一体となり、計画から実施まで切れ目のない支援を行います。また、開発後の土地
に関する維持管理についてもご相談に応じております。

施行者が行う業務の相当部分を外部委託することにより、自治体様の負担を大幅に軽減することが可能です。特に、区画整理の専門知識を
有する職員不足に対して効果を発揮します。また、円滑な事業運営により、スケジュールの短縮やコストの低減が期待できます。
契約方法の一例として、受託者決定後に速やかに委託者と受託者の役割分担等について、基本協定を締結。その後は、基本協定に基づいて毎年
度契約を締結します。契約は単年度契約であるため、債務負担行為が必ずしも必要にはなりません。

自治体様のみで開発事業を進める場合、「専門知識や経験が乏しい」「企業誘致の進め方がわからない」といった理由で、時間とコストのご負
担が大きくなるケースが多々見られます。このような課題に対して、オオバ（コンソーシアム）が事業パートナーとして一括代行することで、自治
体様のご負担を大幅に軽減。これにより、先行して誘致企業を確定することも可能となり、安心してまちづくり事業を推進できます。

サポート

その1

（例）業務全般を一括して委託 （例）工事部分を切り出して委託

施 行 者

ゼネコンA ゼネコンB ゼネコンC

法手続き・資金確保（補助金・保留地処分）・地権者対応

工　事

施工管理

個別に発注

コンサルX コンサルY コンサルZ

調査・設計

個別に発注

コンサル① コンサル② コンサル③

換地・補償

個別に発注

従来の公共団体施行方式

民間事業者包括委託方式なら、ニーズに合わせた柔軟な体制でバックアップ。

従
来
方
式

民
間
事
業
者
包
括
委
託
方
式

主な実績 ●武蔵引田駅北口土地区画整理事業（東京都あきる野市）
●麻溝台・新磯野第一整備地区土地区画整理事業（神奈川県相模原市）

実効性の高い、まちづくり事業の実現に向けて。
官民連携のトータルサポートをご提供いたします。

民間活力を導入した公有地開発事業
サポート

その2

開発体制モデル例

コンソーシアム各社の強みを活かしたスキームで臨みます。

様々なリスクを抑えながら開発を実現。

主な実績

企業誘致
先行

スケジュールの
迅速化

開発コストの
抑制

煩雑な手続きの
一括代行

効率的な
土地活用プランの

ご提案

民間ならではのノウハウや人員等が味方に。

権利者対応
支援

企業誘致
支援

将来の
土地活用支援

税金・相続
対策支援

●猪名川町産業拠点地区活用事業（兵庫県猪名川町）
●篠栗北地区産業団地に係る事業パートナー（福岡県篠栗町）


